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警備会社による AED の普及：セコム株式会社の事例1 
Diffusion of automated external defibrillator（AED）promoted  
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         図 1．セコムと欧米のアラーム警備のビジネスモデルの違い 
 

















具体的には 1988 年、セコムの米国支社、セコメリカ社は最大の病院経営会社 HCA 社の救
急医療部門を買収（現在は売却）し、民間救急医療会社、LifeFleet 社を設立した。また 1989
年には、米国 HMSS(Home Medical Support Services Inc.)社を買収し, 在宅医療事業に参
入した8。セコムにとってこの買収の目的は、在宅医療のためのノウハウを蓄積であり、看
護婦や薬剤師を買収先に派遣し、3 か月間の経験させたのである（Shimazaki,1992,日経産
業新聞、1996 年 12 月 15 日 13 面）。このような米国での経験から、救急車内で AED を使い






があるため、企業はこぞって AED を導入したのである。 



































この検討会を受けて、2004 年 7 月に、厚生労働省は「非医療従事者による自動体外式除
細動器（AED）の使用について」を発表した。その中で、「反復継続性がなければ一般市民も




































組織を動かすこととなった。こうしてセコムは AED への進出を決断した。 
 
３．AED 機器の導入とセコム AED パッケージサービス（レンタル&メンテナンス） 
 
セコムが AED を導入すると決断した 2003 年当時、AED に国産品はなく、唯一、日本光電
が外国製 AED の OEM を行っており、しかしそれは最新鋭といえるものではなかった。そこ
でセコムは当時、ペースメーカー、AED で世界最大の医療機器メーカーであったメドトロニ
ック社の AED、LIFE PAK 500 を導入することにした。 
当時、AED を最も導入していたのは病院で、70 万円～80 万円の「売り切り販売」が主流
であった。しかし売り切りでは高額であるため普及しないことが想定され、新たな販売方法
を考えられた。その結果、つくられたのが AED のレンタルと維持・管理を一体化した「セコ











後の 2004 年 7 月 15 日に発表され、同年 9 月 9日からサービスの提供がはじまった11。 
このビジネスの初期の主要顧客となったのは自治体であった。自治体からはレンタルは
有難いという反応もあり需要も高かった。というのも、2004 年厚生労働省は各都道府県知
事に AED を配置するよう通知を出したが、その通知がでたのは 7 月と期中あったため、自
治体はそのための予算を計上しておらず、その対応に苦慮した。またたとえ予算があったと
















営する老人ホーム、「コンフォートガーデンあざみ野」等にも AED を設置した。 
 
4. セコム社内での AED の浸透 
 




2004 年 7 月に AED を非医療従事者も取り扱えるようになったのを受けて、セコムでは、
CPR 講習に AED 講習を組み込んだ。こうして全員が毎年 AED の使い方を必ず学ぶということ
が、繰り返し行われるようになった。 
 
10 日経産業新聞、2004 年 7 月 16 日、9 面 




しかしそれでもセコム社内に AED が浸透したとはいい難かった。ところが 2008 年 7 月に
メドトロニック社製の CR-Plus 型の一部の製品に不具合があるとして自主回収（リコール）
がなされたとき、セコムの社員も顧客に対してリコールの説明をしなければならなくなり、
皮肉なことに、このときに社内の AED に対する認知は非常に高まった。 
現在、セコムではインストラクターがまた別の社員を教育し、その社員がインストラクタ
ーに格上げされ、さらにインストラクターを育てていくという形で、AED が使える人材を増
やしている。2018 年現在では 600 名のインストラクターが社内におり、年間に 2,500 回の
講習会を開催している。こうして社内には普通救命講習を受けたレベルであれば、AED 講習






止の傷病者 25,569 人のうち、救急隊の到着までに AED による除細動が実施されたのは 







働省は問題視した。2007 年 8~10 月に東京都が 23 区内の大規模ビル 1331 施設を対象に実施
した調査では、AED を「毎日確認している」のは 18.4%、「定期的に確認している」も 52.1%
にとどまっていた13。厚生労働省が行った同様の調査でも同じような結果であった。 

















厳しいことが書いてありまして、1 日 1 回必ず見てください、月に 1 回ここ
までの点検をしてください、と書いているんですけれども、AED はだいたい
期限がありまして、だいたい 6～8 年ぐらい使える装置なんですけれども、

















さらにこのサービスは進化を続け、2010 年には「セコム AED オンライン管理サービス」
として商品化された16。これは AED レンタルサービスのみならず、AED の持ち出しや機器の
異常、消耗品の交換忘れを 24 時間、オンラインで監視する機能がついたものである。この







15 日経産業新聞、2007 年 8 月 20 日、17 面 
















AED が使用されない課題の二つ目として、いざというときに周囲にいる人が AED を使えな
ければならないという点が挙げられる。AED があっても、それを使える人がいないとその価
値がない。実際、日本で必要時に AED が使われる頻度が低いのが問題視されている。AED の
使用のためには、使える人を増やすことが重要であり、まず設置者である企業や官公庁の安
全管理担当者向けの講習は不可欠であった。 




これを受けて 2014 年 9 月より、セコムは AED を設置する企業の社員向けに、AED の使い
方の講習をはじめた19。講師になるのは、各自治体の上級救急講習を修了したセコムの社員
である。彼らが企業を訪問し、一回 2万 7 千円で、人工呼吸や心臓マッサージなどとともに
 





この仕事は、セコム社で AED ビジネスの企画・推進を担当する特品部に属する AED イン














②セコム AED オンライン管理サービス、③セコム AED スキルアップサービス、の３つから
構成されている。 
図 3. セコムの AED サービスの進化 
 
 
7．家庭向けの AED の展開 
 
20 同上 











れた突然の心停止事例、約 33 万件を分析し、その結果、全部のうち 64．9％にあたる約 21
万 2 千件が自宅（戸建て約 18 万 6 千件、集合住宅約 2 万 6 千件）で起きていたことを明ら









              図４．心停止が起こる場所  
 







受けて、2018 年、セコムは家庭向け専用 AED をレンタルするサービス、「セコム・MyAED」
を 12 月からはじめた。これまでセコムはほとんどの顧客は法人であり、家庭向けは希望が
あった場合に受け付けていた 1000 件程度しか扱ってこなかったが、MyAED によって本格的
に家庭向け AED レンタルに参入したのである。 






料金は月額 2400 円で、契約期間は 5 年、以降１年ごとの更新で最長 10 年までとする。
搭載される AED は、日本光電社製の「AED―3101 カルジオライフ」が使われた22。 
 







8．セコムによる AED の普及と救命率への貢献 
 
22 本事業に使用する AED として、日本光電社製が使われている。セコムはユーザーとし












人日本心臓財団の統計によると、全国には約 68 万 8300 台の AED が設置されていると推計
されている24。他方、2018 年 4 月にセコムが販売（レンタル）した AED は累計で 20 万台を
超えた。つまり AED の凡そ 3 分の 1がセコムのレンタルによる AED であり、医療機関・消防
機関を除く一般市場では国内トップのシェアをもつ。 
さらにセコムの AED が実際に使われたのは数万回、その中には救命されたもの・死亡した
ものが含まれるが、2018 年 5 月時点で、セコムの顧客のみの数字では累計 2,300 名が救命
されている（顧客からの申告による）。しかし救命に至らなかった事例を考えると、実際に












23 セコムが AED を設置した想定外の導入先として、富士山の山頂の山小屋に導入した事 
例（環境庁の依頼）、遠洋漁業などがある。 
24平成 26 年度厚生労働科学研究（坂本班）「AED の普及状況に係わる研究」、およびセコ
ム社へのインタビュー参照。 
25 ちなみにセコムの警備の契約数は、国内が 232 万 6,000 件、このうち、法人契約が 104
万 6,000 件、残りが家庭で 127 万 9,000 件である。海外が 85 万 4,000 件で、国内外合
わせると 317 万 9,000 件となる。その中で AED レンタルは法人契約がほとんどで 20
万件ほどとなる。2019 年の家庭向けサービス、MyAED によって、今後の救命率はさら
に上がると思われる。 













中に AED もうまく組み込まれている。 





AED 発売当初は規制があり、全く売れなかったが、台湾の衛生福利部が 2011 年にはじめ
た「PAD(Public Access Defibrillation)タスクフォース28」に日本光電やフィリップスと















AED は「寄進」によって設置されることが多く、民間企業が AED を設置するという習慣がそ
 
27 セコム社ホームページ(https://www.secom.co.jp/corporate/vision/system/world.html） 










ことから、これを是正する一環として 2019 年 12 月 17 日、健康事業施設法に基づき、高齢
者介護事業に関する保健省の省令案を閣議承認した。「高齢者・要介護者の場所や安全確保
に関する省令案」の中の一項目である「安全の基準」の中に、施設内に AED（自動体外式除
細動器）を 1 台以上常設することや、従業員に年に 1 回の心肺蘇生法（CPR）研修受講の義













豊島区は、これまでも AED マップを公式ホームページでの公開をしたり（図 6）、「地域に
よる安全・安心のまちづくりに関する協定」を、コンビニチェーンのファミリーマートなど












































Coaido119 は、経済産業省「第 3 回 IoT Lab Selection」でグランプリを受賞したり、IPA
「第 3 回 先進的 IoT プロジェクト支援事業」に採択されたりして注目を集めた。また 2017
年から豊島区で実証実験が行われた。さらに Coaido は、AED の設置がない地域でも、ドロ
ーンで AED を運べるように、米国スウィフト社とともに、AED の緊急輸送についても取り組
 
30 日本経済新聞、2015 年 3 月 16 日、13 面 













 セコムはさらに AED に関わる顧客サービスとして、さらに以下の展開を考えている。 
 
（１）倒れる前の予兆の把握 







































            





































め、いざというときに AED を使うことに対してためらいはなく、AED の価値を存分に発揮さ
せることができる。また、訓練にかかる追加コストも、すでにセコム社内に救命活動のプロ





















（資料）セコムにおける AED 活動年表 
年 セコム出来事 
2003 佐藤謙一氏、厚生労働省「非医療従事者による AED のあり方検討会」を傍聴
（2003 年 11 月から 2004 年 5 月まで）する。 
2004 厚生労働省「非医療従事者による自動体外式除細動器（AED）の使用について」
を発表、一般市民の AED 使用が可能になる。 
 
セコム、AED のレンタルと、維持管理を一体化したサービス（セコム AED パッ
ケージサービス）を 9月から販売（5 年契約レンタル料金（保証金 2万円、月
額 6800 円【税別】）、購入（33 万 5000 円【税別】））。 
2005 港など公共施設や、温泉・宿泊施設、スポーツ施設、官公庁などでの利用実績
は、6 月まで 1500 台に達した。一般企業向けは全体の一割程度。 
 
セコムホームライフ（東京・渋谷）は 7 月から、新築マンションに AED の設置
を開始。 





（国内全 463 支店に 10 月末までに導入。累計約 17,000 台の販売・レンタル実
施）。 
ケーズ HD がグループ全店に設置。 
2008   
2009   
2010 AED24 時間遠隔管理（セコム AED オンライン管理サービス）をはじめる（セキ
ュリティーサービスを導入している場合 1 台あたり 1500 円【税別】、未導入の
場合 3000 円【税別】、パッケージサービス月のサービス料金は 1 台につき 5300
円【税別】）。 
2011   











2017 NTT ドコモと連携し LPWA 通信を活用した、AED オンライン管理システムの実証
実験を開始する。 





「セコム AED パッケージサービス」）「セコム AED オンライン管理サービス」 ）
「セコム AED スキルアップサービス」 をセットで提供開始。 
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「次世代 119 番通報アプリ「Coaido119」の展開にセコムが協力」（2018 年 9 月 11 日 18:01） 
https://www.excite.co.jp/news/article/Prtimes_2018-09-11-10906-13/  
（2019 年 11 月 25 日参照） 
 
「Coaido、Swift Xi の自動運転 VTOL 型ドローン「Swift020」と Coaido119 アプリが連携
した実動訓練の映像を公開、あわせて神戸市等の AED 設置施設データをアプリに実装」
（2018 年 7 月 27 日 18 時 30 分） 
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000012.000010906.html  
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（2020 年 3 月 24 日参照） 
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